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１．はじめに 
都市の緑は，人工的な空間の中に四季の変化を感じさせ

る自然的要素を加えることで快適な生活空間や固有の景観

を形成するのと同時に，地域の賑わいや観光振興，さらに

はヒートアイランド現象の抑制や生物多様性の維持の場と

しての機能も発揮しており，その存在が都市生活の快適性

を創出する要素として重要である。これは近年広く一般的

な認識となった。しかし，財政規模縮小による公的資金の

投入先として，特に地価の高い都市部における都市公園整

備はますます困難なものとなっている。そうした状況を受

けて国土交通省は「新たなステージに向けた緑とオープン

スペース政策の展開について」１）の中で，少子高齢化と人

口減少の進展，都市への人口集中，税収減による財政の深

刻化などの社会状況を背景に，これからの時代における新

たな時代の都市に相応しい緑とオープンスペースが重視す

べき観点の一つとして，都市公園のみならず民の緑を含め

た官民全体の緑の連携を提示し，緑とオープンスペースの

総合的なストック効果を高める必要性を掲げている。また

2017 年には都市緑地法の改正によって公園的に利活用で

きる民有地を市民緑地として認定し支援する制度を拡充さ

せている。民有緑地は都市公園と連携しながら官民全体と

して更なる機能発揮が期待される状況にある。 

こうした民有緑地に対しては既に1970年代から，民間事

業での緑の創出を誘導する,いわゆる「緑化条例」が制定さ

れてきた。これは一定の要件の建築行為や開発行為におい

て必要となる緑化の内容を提示し設置を要求する制度であ

り，民間敷地の緑の物理的な量と形態を誘導する効力を有

している。そのため現実の都市部の緑地の一定部分を形づ

くり，都市環境の改善に大きな役割を果たしてきた。しか

しこの制度に関する研究事例は少ない。渡辺ら２）は，首都

圏各市区における緑化政策の実施状況を明らかにしている。

御手洗ら３）は，47の緑化義務を課する法律や条例を研究対

象としてその特徴を類型化し，対象とする地域や履行確認

手段，争訟手段，維持管理規制について指摘している。し

かしいずれも民有地の緑化誘導の具体的手法については言

及されていない。 

全国にわたる民有地の緑化誘導の状況と具体的手法を把

握したものが見られず，様々な規定から構成される緑化制

度そのものの分析が十分ではないことから，植田ら４）は全

国の都道府県ならびに政令指定都市の緑化条例等を調査し

その内容を分析している。その結果，緑化に関する条例等

は，一定の行為に対して満たすべき緑化率を規定するとい

う単純な枠組みで構成されているのではなく，①緑化誘導

対象規模規定，②緑化誘導対象分類規定，③緑化率算出規

定，④緑化量算出規定，⑤緑化配置誘導規定，⑥建築物上

緑化誘導規定，⑦補足的緑化誘導規定，の7つの規定から

構成された体系をもつこと，さらに全ての自治体が緑化率

算出規定を保持しているものの，その他の規定では自治体

の課題認識に応じて内容を様々に変化させていることを明

らかにしている。しかしこの研究は緑化条例の全体像を把

握することを目標として全国の都道府県と政令指定都市

（以下，既往研究対象自治体という）を対象としているた

め，他の政令指定都市よりも人口が集中し,かつ高密度化が

進み,それに対応する都市再開発も著しい東京都心部にお

ける緑化制度についての詳細な分析はなされていない。 

東京の民有緑地に関する既往研究には，鈴木５），上野ら６），

陳ら７）小野８），の研究がある。鈴木５）は東京の公開空地の

実態分析から，公開空地面積と緑化面積には強い正の相関

があることを示し，都心三区では緑とオープンスペースの

量的不足を補うストック形成が公開空地により図られてい
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るとしている。しかしこれは総合設計制度により生み出さ

れた公開空地を対象としているため，より広範に適用され

る緑化制度の状況把握には至っていない。 
上野ら６）は東京の緑化制度制定の背景に関して，6区（荒

川区，江東区，品川区，新宿区，豊島区，港区）へのヒア

リング調査を行った結果として，制定の背景は「都の指導

を受けて」や「他の区が制定している」というものがほと

んどであり基準の根拠は何らかの目標値の設定によるもの

ではないことを示している。また中央区をモデルにして，

敷地面積と建ぺい率が現在と変わらないことを前提に建替

えが進んだ場合，商業地では緑地が増加するが，住宅の多

い地域では緑地が大幅に減少することを予測し，地域の特

色を考慮した敷地面積基準の設定や，地域に応じた踏み込

んだ指導の必要性を明らかにしている。同様に陳ら７）は都

心3区における緑化基準値に基づいて緑化面積を地図化し

た結果を現状とGIS上で比較したときに，面積は増加する

ものの緑のネットワーク形成には結びついていないことを

示して，制度が緑量を増やす基準値だけの政策とならない

ように敷地規模に応じた細かな緑化内容の誘導や，緑化マ

ップの作成によるネットワーク効果の確認といった仕組み

が必要であるとしている。 

小野８）は東京 23 区において緑化率を主たる根拠として

緑化誘導を行う 20 区を対象として緑化率と地価の関係を

分析した結果，敷地面積要件を狭くするほど，緑化率を大

きくするほど，地上緑化は地価に対して負の影響を，接道

緑化や建築物緑化は地価に対して正の影響を与えることを

明らかにしており，制度設定と効果の関係を慎重に検討し

外部性の高い緑化についての制度強度を高めることの可能

性を提言している。 

これらの既往研究からは,東京都心部においては，緑化率

のみやその敷地規模条件のみの誘導ではない仕組みの導入

についての議論が求められていることが理解できる。さら

に，少子高齢化による都市の縮退と同時に，SDGsの理念の

共有やESG投資が進むという時代背景，グローバルな都市

間競争やインバウンド需要に晒される東京都心部をはじめ

とする都市部においては，今までとは異なる視点からの新

しい制度設計も議論が求められる可能性がある。一方で植

田ら４）の提示した緑化条例の構成に関する7つの規定の存

在は，それらを検討するうえで必要となる基礎的な情報整

理を果たしており,7つの規定の更なる工夫や8つめの規定

の存在を議論することを可能にしているものの，前述の通

り東京都心部の緑化条例に関する検証を行っていない。 

そこで東京都心部においても既往研究に示される緑化条

例に関する7つの規定の分類が妥当であるか否かを検証し,

そのうえで新しい条例のあり方を議論するための端緒とな

る事項を導き出し考察を行うことが必要,との認識に立ち

本研究を実施したものである。 

 
２．研究方法 
東京都では「東京の自然の保護と回復に関する条例」

（1973年）によって施設等の緑化義務と緑化計画書の届出

を規定しているが，同条例第57条において，「区市町村が

その条例に基づき定める緑化の基準がこの条例と同等のも

のとして知事が認めるときはこの条例を適用しない」，とさ

れている。植田ら４）の研究（以下,既往研究と呼ぶ）では

同条例が分析の対象とされているため,本研究では東京都

緑化計画書の届出に関する手引き９）に基づき，この条例適

用外となる独自に条例を持つ特別区である，新宿区，渋谷

区，荒川区，品川区，豊島区，江東区，港区，葛飾区，江

戸川区，目黒区，足立区，世田谷区，大田区の13区（以下，

独自条例保有特別区と呼ぶ）を対象として，それぞれに公

開している行政文書(条例，条例規則，緑化の手引き，指導

要綱等)を閲覧し，緑化に関する条例等の規定内容を調査し

た。調査の方法は，自治体ホームページにより内容の確認

を行った。調査時期は2018年8月から2019年3月である。

調査時点で公開されているものを対象としたため，指導指

針から指導要綱への変更や条例への変更といった過去の履

歴が存在する場合は，過去の内容は対象外とした。調査結

果は既往研究との相互比較により東京都心部における妥当

性を確認できるように, 植田ら４）による７つの規定を用い

て内容を整理し,そこで表現できない内容は特記事項とし

て記した。なお7つの規定を表-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また既往研究においては,条例等の制定年および改正年

と名称に関係性があることが示されているため,既往研究

との相互比較を行いやすいように,同じ制定時期区分を用

いて整理することとして,本研究でも同様の関係性が確認

されるかを調査した。 

さらに条例の改正作業の実際に触れることができれば,

条例の文章からのみでは得られない情報を得ることが可能

表-1 緑化条例等を構成する規定 



 

になる。そこで,本研究の直近で改正作業が行われた足立区

を対象にして,現実の条例改正作業の実態を知る方に直接

にインタビューを実施した。 

表-2に調査した対象と担当部局を示す。なお，独自条例

保有特別区13区のうち10区は緑化重点地区，1区は緑化

地域の指定を行っていた。これについては指定の時期と条

例の制定時期の比較を行い，また緑化地域の規定内容を既

往研究と同様に整理して条例と比較することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３．緑化規定の内容 
13 の独自条例保有特別区の条例に記されている内容に

ついて，その概要を植田ら４）による7つの規定により把握

した。それを整理したものを表-3に示す。 

【①緑化誘導対象規模規定】 

全 13 事例が事業の敷地面積を用いて緑化誘導する対象

事業を規定していた。既往研究対象自治体は，約20％が敷

地面積ではなく行為面積や開発区域面積の規模を用いてい

たのと対照的であり，建築行為との連動傾向が確認できた。 

13事例のうち3事例（荒川区,豊島区,江戸川区）は敷地

面積以外に建物規模も併用して誘導対象を規定していた。

既往研究対象自治体で建物規模を用いていた5事例はそれ

ぞれ，岩手県＝延床面積，鳥取県＝建物高さ，川崎市＝住

戸数，大阪市＝住戸数/建物高さ/建物階数，堺市＝住戸数，

が規定値を超えた場合を誘導対象としていたが，荒川区で

は住戸数を，豊島区では延床面積と住戸数を，江戸川区で

は建物高さと住戸数を，それぞれ用いており，建物規模と

して物理的な高さや階数ではなく，居住者数や就業者数に

直結する値を利用する傾向があることが確認できた。 

【②緑化誘導対象分類規定】 

東京都の条例と同様にすべてが緑化率を用いた規定を有

しており，かつ要求する緑化率を事業の内容によって分類

するための規定を有していた。ただし既往研究対象自治体

では約 50％が用途地域や建ぺい率の指定状況などの土地

の属性で分類していたのに対し，独自条例保有特別区で同

様に分類していたのは約23％の3事例（品川区:用途地域,

世田谷区:土地属性,大田区:用途地域）にとどまっていた。

それ以外は敷地面積,事業用途や事業規模により誘導対象

を分類していた。世田谷区では，用途地域ではなく風致地

区や国分寺崖線保全重点地区という独自性の高い土地属性

を利用していた。   

総合設計制度等の適用に対する上乗せ規定,すなわちど

のような開発手法で実施されるのかにより分類する事例が

10事例（葛飾区，足立区，渋谷区，新宿区，目黒区，品川

区，豊島区，世田谷区，江戸川区，大田区）存在した。植

田ら４）は，既往研究対象自治体では開発手法により誘導目

標を変化させているのは東京都のみであることを把握した

うえで，都市計画の手法を利用して公開空地等の創出によ

る容積緩和を受けるケースが多い場合には，容積緩和を受

けない事業と受ける事業への要求する緑化率が同じでは不

十分という考え方が現れているとしている。独自条例保有

特別区でも同じ考え方を採用している自治体が多いことが

判明した。 

【③緑化率算出規定】 

緑化率の算出方法には13事例の中で違いがみられた。植

田ら４）によれば，緑化率は「緑化されている面積」/「事

業行為面積」で求められ，ここで分母に相当する事業行為

面積の設定には，(Ａ)分母となる数値を敷地面積とするタ

イプと，(Ｂ)分母となる数値を空地面積（非建ぺい面積）

とするタイプが存在し，かつ後者には「空地面積＝（敷地

面積－建築面積）」とする(Ｂ-1）と，「空地面積＝（敷地面

積－(敷地面積×建ぺい率×α））」とする(Ｂ-2）の二つが

存在するとされている。既往研究対象自治体では分母を敷

地面積とするＡタイプが約 70％を占めていたのに対して,

独自条例保有特別区では約23％の3事例（荒川区,品川区,

世田谷区）のみであり，残りはＡとＢの組み合わせ，もし

くはＢ-1とＢ-2を採用していた。 

さらに，既往研究対象自治体では見られなかった建築の

延床面積を分母とするＣタイプ（港区）が存在した。植田

ら４）は，Ａタイプは建築面積に左右されずに一定の緑化を 

表-2 独自条例保有特別区 



 

表-3 独自条例保有特別区における緑化条例を構成する規定の内容 

表-4 緑化地域制度における規定の内容 



 

求めることが可能であり，非建ぺい空間の規模とは無関係

に緑化率が定められるが，Ｂタイプは現実の非建ぺい空間 

に対する具体的な緑化誘導が可能で，指定建ぺい率の消化

率によって緑化される面積が変わり得ることから，高密な

都市空間で現実に即した運用がし易いとしている。本研究

によって東京都心部でＢタイプを利用する事例が多いこと

でそのことが明らかになった。一方で,Ｃタイプのような建

物規模と緑化面積を連動させるという工夫が盛り込まれた

事例が存在することが判明した。 

【④緑化量算出規定】 

緑化面積の算出には，東京都と同様に樹冠投影面積を利

用しているものが 12 事例であった。植田ら４）は緑化量算

出規定には，植栽される植栽基盤（実際の植栽のために区

画された土地の地表面）の面積を利用するＡタイプと植栽

される樹木の樹冠の地上部への水平投影面積を利用するＢ

タイプがあるとし，前者は面的な緑被率向上や非舗装面の

増加による緑地の保水機能を誘導することを可能にし，後

者は樹冠下の地表の舗装の有無は問われないため，高木利

用のインセンティブが働きやすくなることから，高木植栽

による緑視率の向上や熱中症被害の防止効果などを誘導す

ることが可能,としている。独自条例保有特別区でも東京都

同様に後者を誘導目標と考える事例が多いことが判明した。 

8 事例で既存樹木の優遇規定を設けていた。これは既往

研究対象自治体では見られない規定であった。優遇方法は

様々であり，全体緑地面積の1/2を上限に二乗した面積を

計上（港区），1.5倍する（品川区），1.3倍する（新宿区，

大田区），樹高をそのまま樹冠径として計上（目黒区，足立

区），実寸を計上（江東区），樹高に応じて数値を規定（渋

谷区）などがみられた。 

【⑤緑化配置誘導規定】 

既往研究対象自治体で接道部に緑化を誘導する規定を有

しているのは約10％の4事例（東京都，札幌市，大阪市，

広島市）であるが，独自条例保有特別区においては約85％

の11事例で接道部の緑化率を規定していた。残り2事例（渋

谷区，荒川区）では接道部緑化率の規定はないものの計画

書にその値の記載を求める，もしくは接道部への緑化を計

画時の基本的考え方として示していた。 

さらに11事例のうち9事例は，視認されることを条件に

一定の高さ以下のベランダや壁面緑化などの建築物緑化を

接道部緑化の対象にみなすことを可能とする規定を有して

いた。東京都心部においては，接道部緑化の対象の幅を広

げることで接道部緑化がもたらす緑視率向上の効果をより

多く発揮させることを狙う自治体が多いことが判明した。 

【⑥建築物上緑化誘導規定】 

屋上緑化については，全ての事例で緑化率規定を有して

いた。緑化率計算における分母となる値は，屋上の利用可

能面積とするものが4事例，屋上面積や建築面積とするも

のが6事例，敷地面積に依存した値とするものが3事例存

在した。 

港区においては，日照条件や土壌厚，潅水設備の有無に

より計上できる緑化面積に差をつけ，かつ1/2を上限に地

上部で必要となる緑化面積に計上することが可能とされて

いる。これはより良質な屋上緑化を誘導すること，かつ良

質であれば③緑化率算出規定でみた延床面積に対応した緑

化率の確保に屋上緑化を加えることへのインセンティブを

用意しているといえる。 

壁面緑化については，11事例で屋上緑化と合わせて建築

物緑化として緑化面積に算入を規定していた。 

なお，港区，渋谷区，江東区では，屋上緑化と壁面緑化

を合わせた建築物緑化を地上部の緑化と振り替えることが

可能な規定を有していた。緑化の概念が地上部に限定され

ず建築物を含む総体として捉え,できる限りの量的拡充を

図ろうとする姿勢が存在することが判明した。 

【⑦補足的緑化誘導規定】 

既往研究対象自治体では生垣やプランター緑化，太陽光

発電装置を緑化面積に算入できる規定があるが，独自条例

保有特別区においてはそれ以外の算入対象として，パーゴ

ラ（目黒区，江東区，世田谷区），水面（渋谷区，新宿区，

目黒区，豊島区，世田谷区），菜園（渋谷区，目黒区，江東

区），やビオトープ（江東区）などを加えていた。太陽光発

電装置を加えている事例はなかった。いずれも緑化に算入

する際の減歩率などはあるものの，緑化の設えが多様化し

ていることへの対応が図られていた。 

以上により既往研究による7つの規定により整理した結

果，条例の規定内容，さらには各自治体の工夫状況が確認

できた。東京都心部における妥当性を検証できたといえる。 

 

４．条例の制定年および改正年と名称 

既往研究と同様に,条例等の制定年及び改正年と名称を

調査した（図-１）。植田ら４）は条例の制定時期を，工場立

地法や都市緑地保全法の制定から6年以内の1970年代を第

I期，1980年代を第II期，1990年代から景観法制定まで

を第III期，景観法制定以降を第IV期と整理している。独

自条例保有特別区の場合は,第I期には4事例，第II期は

1事例，第III期は5事例，第Ⅳ期は3事例が制定されて

いる。改正された6事例は第Ⅳ期に集中していた。 

一方で調査の対象とした条例等の名称には，江戸川区の

み「住宅等整備事業における基準等に関する条例」の中に

規定されていたものの、他の12事例で「緑」もしくは「み

どり」が使われていた。ひらがなの「みどり」を使用する

事例が制定時期によらず 9 つ存在している点は,第Ⅲ期以

降に二つしか存在しない既往研究対象自治体とは対照的で

ある。漢字の「緑」を用いることで物理的な存在の緑を想

起させるよりも，ひらがなの「みどり」を用いることで，

緑の多面的機能や感じる対象としての緑も意識した制度と

して市民の理解を得やすくしている姿勢がうかがえる。 

 

５．緑化重点地区および緑化地域と緑化条例の関係 

独自条例保有特別区13区のうち10区は緑化重点地区，1

区は緑化地域の指定を行っていたため，法律と条例の関係



 

を把握することとした。 

緑化重点地区制度は都市緑地保全法に基づき市町村が定

める「緑の基本計画」において「緑化の推進を重点的に図

るべき地区」を定めるものであり，1973年に都市緑地保全

法とともに誕生した。緑化重点地区を定めてその支援を行

うのだが，その支援メニューの一つに緑化条例等の制定に

関する項目が含まれているわけではない。しかし緑化重点

地区指定の目的推進の手段として緑化条例が存在するとす

れば，条例の狙いを緑化重点地区に求めることが可能にな

る。そこで,それぞれの指定や制定の時間的前後関係を確認

したところ，条例の制定がほとんどの自治体で大きく先行

し，緑化重点地区指定が先行していたのは大田区の1区の 

みであった（図—1）。これはすなわち緑化条例が緑化重点地 

区の目標具現化手段ではないことを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内海10）は，条例制度，特にまちづくり条例は都市計画法

性を補完する役割をもって誕生したとし，それは財産権規

制を伴う都市計画法制の運用には技術的知見や専門的判断

を求められる反面，全国での画一性が生じてしまうことに

対しての自治体独自の反応が条例制度である,としている。

そして高度経済成長を背景とする宅地化への対応として，

都市計画法による開発許可基準を補完するために自治体は

指導要綱を制定 (1970年) し，その後にその内容を条例化

したとしている。5章で示す緑化条例制定の第Ⅰ期1970年

代がまさにその時期に相当する。内海10）は，条例の母体と

なった指導要綱は「規制的な行政指導」をするにあたって

その内容を示すという性格があることをその特徴のひとつ

にあげているが，それを踏まえると，緑化条例もほぼ同じ

1970年代に始まっていること，かつ緑化重点地区のような

都市計画的側面からの緑化施策と緑化条例との関係性が乏

しいことからも，緑化条例が指導要綱と同様の「規制的な

行政指導」に近いことを示していると考えられる。 

一方で，緑化地域が都市計画法の地域地区の一つとして

指定されれば，都市緑地法に基づいて敷地の一定規模の割

合の緑化を義務付けるという緑化地域制度が誕生したのは

2004 年である。国土交通省 11）によれば，緑化地域制度に

よって，建築確認・検査の実施における確認申請，完了検

査と連動するかたちで緑化施設の設置を確認することがで

き，また法に基づいた違反是正措置をとれるため強力な緑

図—１ 条例の制定時期とキーワード 



 

化推進が可能である。規定する内容は本研究結果と比較し

やすいように既往研究と同じ規定分類を用いて表-4 とし

て併記した。国土交通省11）によれば緑化地域を指定してい

るのは全国では4事例(2018年4月現在)である。緑化条例

の制定事例数に比して少ない。また表-4に示される通り規

定内容も他の条例よりは少ない。 

このように緑化重点地区や緑化地域指定を用いて法律と

条例の関係を調査した結果，緑化条例の制定は，①「規制

的な行政指導」を背景にしつつも，②法律に基づく強力な

制度である緑化地域を指定するのではなく条例制定によっ

てより多くの規定の工夫を選択する,ことによって内海の

指摘する「法律による画一性を回避」する「自治体独自の

反応」を制度化していることが確認できた。 

 

６．条例改正自治体へのヒアリング 

 緑化条例の改正が現実に行われる局面において，その原

因および改正の内容と経過が明らかになれば，条例文以外

からも「自治体の独自の反応」がどのように緑化条例に反

映されたのかを確認することができる。その場合は単なる

時系列情報ではなく,現実の条例改正作業の実態を知る担

当の方にそのプロセスを直接に聞くことが重要であること

から,本調査中に条例が改正された足立区みどり推進課に，

その改正の経緯をヒアリングした。足立区において改正前

に課題となっていた内容は以下の3点であった。 

A) 既存樹木が保全されない計画が多く地域の歴史が喪

失してしまうこと。 

B) 高木を誘導しても規格が小さく緑量が乏しいこと。 

C) 接道部分に緑地を設けても間口が狭い場合は緑化の

場所が限定され，さらに低木だけだと踏圧で喪失しや

すいこと。 

これらの対策として，既存樹木の優遇，高木として計上

できる規格の見直し，接道部の規定の拡大，が行われた。 

なお，改正作業の着手から公表までの手続きフローは，

みどり推進課内にて骨子を取りまとめたのち，区法務課調

整，区議会建設委員会報告を経て決定に至っており,その間

の外部意見聴取先として東京都建築士事務所協会に相談を

行うことにより，接道緑化にフェンス緑化を組み込む意見

を追加していた。 

 

７．考察 

以上の研究により，以下が確認できた。 

７-１．自治体の課題認識の発露としての緑化条例 

緑化重点地区や緑化地域と条令の関係，自治体への緑化

条例の改正プロセスのヒアリングにより, 既往研究対象自

治体と同様に東京都心部においても，緑化条例は自治体独

自の課題認識への反応の発露であることを確認することが

できた。さらに条例の名称に「みどり」を利用して多面的

な価値の発揮を期待するという東京都心部の自治体ならで

はの意識も確認できた。 

７-２. 緑化条例の規定の調整と工夫 

さらに本研究により,7 つの規定の調整と工夫の方法に

いくつかの特徴がみられることが判明した。 

【①建築計画との連動を重視した工夫】 

これは，敷地面積による対象規模規定が多いことや，開

発手法による対象分類規定が多いこと，緑化率の計算に延

床面積を利用する事例があること，により説明できる。建

築行為は，建築基準法では敷地と連動するものである。土

地の区画形質の変更やその他の関連施設整備などを含めた

概念である開発区域面積や行為面積と建築行為は直接的に

連動はしない。敷地面積による対象規模規定を設けること

は，建築単位で対象事業の補足が目的と言えるであろう。 

また高い地価を有する都市部では企業はステークホルダ

ーへのアカウンタビリティ確保のために，何らかの都市開

発諸制度の活用によって規定の容積率の緩和を受けること

により保有土地の有効活用を図ることを求められており，

そうした都市開発事例の多さに対応して建築計画と連動し

た誘導対象の分類の必要性が生じたことが考えられる。 

緑化率の計算に延床面積を採用することは，すなわち都

市の高密化により様々な外部不経済が増加（例えば交通量

や廃棄物の増加，日影や風環境の変化など）する事態に対

して，敷地規模の緑化誘導では不十分であり，建物そのも

のの規模である床面積と緑化誘導を連動させて開発事業に

対する要求を高めようということである。 

このように東京都心部においては緑化条例が，事業計画

を最も端的に示す建築計画と非常に密な連動をもって制度

設計されていることが判明した。足立区の条例改正の過程

において，建築設計者の意見が聴取されていたことも，そ

うした事実の存在を示している。 

【②都市が求める緑の多様な機能を実現するための工夫】 

これは，樹冠投影面積による緑化率算出規定が多いこと，

接道部緑化規定に見なし規定があること，既存樹木の優遇

規定が多いこと，緑化に計上できる緑の設えの内容に幅が

広いこと，により説明できる。 

緑地面積ではない緑化率算出方法を採用することで，高

木配置の誘導が重視されていることや，接道部緑化として

接道部の緑地のみならず道路から視認できる建築物緑化ま

でも含めて公共空間での緑量を重視しているという工夫は，

感覚的に理解しやすい緑のボリューム，すなわち「公共性」

の高い空間での緑視率の向上，を都市部に求められる緑の

量的拡充と位置付けていることを示している。一方で，歴

史を伝える大きな既存樹木を残すといった活動に優遇を与

え，さらに緑地として計上できる緑の設えとしてパーゴラ

や水面といった「景観性」の高さや，菜園やビオトープと

いった「活用性」のある緑への配慮も存在した。 

これらを整理すると都市が求める緑の多様な機能の実現

に向けた緑化条例の運用には二つの方向性があると言い換

えられる。一つめは緑の保全を評価すること，二つめは緑

の創出を評価するがその場合には公共性に加えて，景観性，

活用性を評価すること，である。特に後者については制定

時期によらず条例の名称に物理的な価値としての「緑」で



 

はなく,「みどり」を用いる自治体が多いことからも,緑の

多様な機能への期待をうかがうことができる。 

【③緑が継続的に生育できるための工夫】 

 これは，延床面積を組み込んだ港区が設定した工夫の事

例により説明できる。建築規模に比例して物理量の拡大を

要求するがあまり，条件の悪い場所での緑化されてしまう

可能性を減じるために，植栽基盤に条件付けをして継続的

な緑の生育を確保するための工夫と解釈できる。 

 

８．まとめ  
本研究によって,既往研究における緑化条例の規定内容

分類の妥当性が確認されたのと同時に,緑化条例が規制的

行政指導の枠の中から生じたことが明らかになった。さら

に, 規定内容の工夫により自治体としての独自の課題認識

をもって運用されていることが判明した。そして東京都心

部においてはその独自性は，①建築計画との連動を重視し

た工夫，②都市が求める緑の多様な機能を実現するための

工夫，③緑が継続的に生育できるための工夫，の3つの特

徴があることがわかった。 

しかしそれぞれにおいても,いくつかの課題も見受けら

れる。例えば,建物の延床面積に応じて必要緑化量が増えた

としても，効果を発揮する緑化対象空間は地上部やその近

くにのみ存在するため，結果として条件の悪い場所での緑

化や狭い空間での緑の物理量の拡大のみを追求した緑化に

つながるしまう可能性を否定できない。今後は都市の高密

化による外部不経済の解消のための施策に緑化誘導を加え

ることのメリットやデメリット，さらに後者の場合は改善

の方法などを考える必要があるだろう。生育基盤への評価

が与えられるとすれば,維持管理運営に対する評価も必要

となる可能性がある。 

東京都心部に見られるこうした3つの調整と工夫の方向

性に対して,今後はより新しい視点を付与していくことが

考えられよう。例えば①建築計画との連動を重視した工夫

に対しては,新しい緑化資材や緑化空間の開発への対応を

加えていくこと，②都市が求める緑の多様な機能を実現す

るための工夫に対しては,緑のネットワークの形成機能や

緑の活用といった取り組みに対するさらなる評価を加えて

いくこと，③緑が継続的に生育できるための工夫に対して

は前述の通り維持管理運営の体制に対する評価を加えてい

くこと，などが考えられる。 

またさらには緑化率という定量的な規定に加えて，定性

的であったとしても事業の取り組みの方向性を開示すると

いう手続き手法も検討に加えてよいであろう。すでにその

萌芽は港区における生物多様性緑化チェックシートの提出

制度に見ることができる。定量的な要求は行わないものの，

緑化計画プロセスにおける実施内容を確認し，かつ実施が

望まれることを明記したシートを用意し，提出を求めるも

のであるが，これによって緑の物理量以外の緑の質の部分

に変化を生じさせることが可能である。 

本研究により緑化条例がもつ開発規制的な出自，すなわ

ち開発の外部不経済を是正するという存在から脱皮し，今

後は開発の外部経済を創出するという存在を引き受けるた

めの制度として，新しい条例のあり方を議論する端緒を見

出すことができたと考える。本研究の成果をもとに今後の

緑化条例に関する更なる研究が進み，これからの時代に相

応しい緑化誘導の検討に寄与することを望むものである。 
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